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道 路に関する法律と計画 

　道路は、県民生活の向上と地域経済発展に
欠くことの出来ない重要な社会資本です。そ
の整備には、財源の確保が必要です。
　本県では、昨今の厳しい財政状況により道
路関係予算は年々減少しており、『選択と集
中』による効率的・効果的な整備の推進が求
められています。

防災局知事政策局
県民生活・環境部

交通政策局

農林水産部

警察本部
農地部

産業労働観光部

福祉保健部

土木部

教育委員会

総務管理部 376,070(30.8%)

213,123(17.5%)

133,209(10.9%)

134,207(11.0%)

190,019(15.6%)

45,732(3.7%)

50,828(4.2%)

33,988(2.8%)

30,020(2.5%)

5,519(0.4%)
1,920(0.2%)

1,786(0.1%)

歳出総額

１,220,71０

百万円

県予算(H22年度)

 

土木管理費

建築費

都市計画費

砂防費

河川海岸費

道路橋りょう費

56,923(42.7%)

20,103(15.1%)

21,507(16.2%)

10,682(8.0%)

7,619(5.7%)

11,369(8.5%)

5,006(3.8%)

歳出総額

133,209

百万円

土木部予算(H22年度)

その他

維持管理費　道路

直轄事業負担金　道路

交付金事業　道路

県単公共事業　道路

一般公共事業　道路
8,266(14.5 %)

9,704 (17.0%)

16,988(29.9%)

9,886(17.4%)

5,809(10.2%)

6,270(11.0%)

総額

56,923

百万円

道路橋りょう費(H22年度)

（億円） 
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488 
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67 

211 
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75 

199 
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道路橋りょう費の推移

（億円）

381,470 
437,319 413,051 

354,174 
334,770 

306,103 259,143 
232,115 236,629 

244,913 114,505 
179,317

170,497

154,989

1,402,582 
1,408,410 

1,297,344 

1,343,421 1,353,191 

1,289,866 

1,260,397 
1,274,285 

1,320,292 

1,218,218

1,315,890

1,209,852 1,218,470
1,220,710

県予算歳出款別構成比の推移

道路整備に関する法律と計画 

道路特定財源とは… 
受益者負担という考え方に基づき自動車 
利用者に道路整備の負担をお願いする制度で、 
燃料の使用、車両の保有および取得の段階で 
課税され、それらが国と地方の道路整備の 
財源の一部となっていました。 

H10 ～ H14 

新道路整備五箇年計画 

H15 ～ H19 

社会資本整備重点計画 

概ね今後 10 年 

中期ビジョン（案） 
基本政策部会 H18.6.1 公表 

H20 ～ H29 

中期計画（素案） 
H19.11.13 

H20 ～ H24 

新たな中期計画 
H20.12.24 

H20 ～ H24 

社会資本整備重点計画 
H21.3.31 

道路整備緊急措置法 

社会資本整備重点計画法 社会資本整備重点計画法 社会資本整備重点計画法 

道路整備費の財源等の特例に
関する法律 

道路整備事業に係る国の財政
上の特別措置に関する法律 

道路整備事業に係る国の財政
上の特別措置に関する法律の
一部を改正する法律 

・道路特定財源制度の廃止 

・地方道路整備臨時交付金制度の廃止 

道路特定財源の見直しに関する
基本方針（政府･与党） 

道路特定財源の見直しに関する
具体策（閣議決定） 

道路特定財源の見直しについて
（政府・与党） 

道路特定財源に関する基本方針
（閣議決定） 

道路特定財源の一般財源化等に
ついて（政府・与党） 

・道路整備五箇年計画の廃止 
→社会資本整備重点計画へ移行 

・五箇年間の道路の整備に関する事業の量を閣議決定 
→H15 ～ H19 年度 の道路整備に関する事業の量の目安 38 兆円 

・道路整備費の財源、地方道路整備臨時交付金の交付、国

の負担割合の特例等 
→平成 15 年度以降五箇年間に延長 

・道路整備費の財源、地方道路整備臨時交付金の交付、国

の負担割合の特例等 
→平成 20 年度以降１０年間に延長 

・地方道路整備臨時貸付金の創設 

・真に必要な道路は計画的に整備を進める 
・特定財源制度については、一般財源化を図ることを前
提とする 

・19 年中に、今後の具体的な道路整備脳の姿を示した
中期的な計画を作成する 
・毎年度の予算において、道路歳出を上回る税収は一般
財源化する 

・今後 10 年間を見据えた道路の中期計画の策定をする。 
・地域の道路整備の促進として地方道路整備臨時交付金
の制度改善と無利子貸付制度の創設を行う 

・道路特定財源制度は今年の税制抜本改革時に廃止し
21 年度から一般財源化する 
・一般財源化の法改正により、道路整備費の財源等の特
例に関する法律案における道路特定財源制度の規定は
21 年度から適用されないこととする 
・道路の中期計画は 5 年とし、新たな整備計画を策定
する 

・新たな中期計画は、計画内容を「事業費」から「達成
される成果」（アウトカム目標）へと転換し、今後の選
択と集中の基本的な方向性を示すものとする。また、他
の社会資本整備との連携を図り、社会資本整備重点計画
と一体化することとする 
・「地域活力基盤創造交付金（仮称）」を平成 21 年度予
算において創設する 

H15.4.1 H15.4.1 

H15.３.31 H15.３.31 

H17.1.29 H17.1.29 

H18.12.8 H18.12.8 

H19.12.7 H19.12.7 H19.12.7 

H20.5.13 H20.5.13 

H20.5.13 H20.5.13 

H20.12.8 H20.12.8 

H21.4.30 H21.4.30 

一部改正 

　平成21年度から道路特定財源は一般財源化されました。 平成21年度から道路特定財源は一般財源化されました。 
　平成13年に発足した小泉内閣の「骨太の方針」において　平成13年に発足した小泉内閣の「骨太の方針」において
道路特定財源のあり方を見直すとの方針が出され、これを道路特定財源のあり方を見直すとの方針が出され、これを
契機に道路特定財源制度の見直しをめぐる議論が始まり、契機に道路特定財源制度の見直しをめぐる議論が始まり、
多くの議論を経て平成20年5月13日「道路特定財源に関 多くの議論を経て平成20年5月13日「道路特定財源に関 
する基本方針」が閣議決定され、道路特定財源は平成21年する基本方針」が閣議決定され、道路特定財源は平成21年
度から一般財源化することが明確に方向付けられました。 度から一般財源化することが明確に方向付けられました。 
　この道路特定財源の見直しの議論と平行して、今後の 　この道路特定財源の見直しの議論と平行して、今後の 
具体的な道路整備の方向性を示す中期計画の作成が進め 具体的な道路整備の方向性を示す中期計画の作成が進め 
られました。 られました。 

　平成21年度から道路特定財源は一般財源化されました。 
　平成13年に発足した小泉内閣の「骨太の方針」において
道路特定財源のあり方を見直すとの方針が出され、これを
契機に道路特定財源制度の見直しをめぐる議論が始まり、
多くの議論を経て平成20年5月13日「道路特定財源に関 
する基本方針」が閣議決定され、道路特定財源は平成21年
度から一般財源化することが明確に方向付けられました。 
　この道路特定財源の見直しの議論と平行して、今後の 
具体的な道路整備の方向性を示す中期計画の作成が進め 
られました。 
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国土をつくる各種計画

国土形成計画 

 　国土形成計画とは、国土の利用、整備及び保全を推進するための総合的かつ基本的な国土の将来ビ
ジョンです。国土形成計画は全国計画と広域地方計画から成り立っており、広域地方計画では新潟県
は東北圏に分類されています。全国計画については平成 20 年 7 月 4 日に閣議決定されました。
　もともと我が国の国土づくりは全国総合開発計画 ( 以下全総という ) を中心に展開されてきました。
全総は昭和 37 年に初めて策定され、それぞれの時代に応じた国土政策の基本方針を示し成果をあげ
てきました。しかしこの全総はその名のとおり「地域間の均衡ある発展を図ること」を目標としており、
開発を基調とした量的拡大を図る計画であったため、人口減少を迎えている今の時代にそぐわなくな
くなってきました。そこで国土の質的向上を目指し、国土の利用と保全を重視した新しい国土形成計
画が策定されることになりました。

 　国土形成計画とは、国土の利用、整備及び保全を推進するための総合的かつ基本的な国土の将来ビ
ジョンです。国土形成計画は全国計画と広域地方計画から成り立っており、広域地方計画では新潟県
は東北圏に分類されています。全国計画については平成 20 年 7 月 4 日に閣議決定されました。
　もともと我が国の国土づくりは全国総合開発計画 ( 以下全総という ) を中心に展開されてきました。
全総は昭和 37 年に初めて策定され、それぞれの時代に応じた国土政策の基本方針を示し成果をあげ
てきました。しかしこの全総はその名のとおり「地域間の均衡ある発展を図ること」を目標としており、
開発を基調とした量的拡大を図る計画であったため、人口減少を迎えている今の時代にそぐわなくな
くなってきました。そこで国土の質的向上を目指し、国土の利用と保全を重視した新しい国土形成計
画が策定されることになりました。

　具体的には、土地、水、自然、社会資本、産業、文化、人材等を含めた、おおむね 10 ～ 15 年の
期間にわたる長期的な国土づくりの指針を示すものです。

国土形成計画の枠組み国土形成計画の枠組み

根拠法　国土形成計画法　（国土総合開発法の抜本改正によって平成 17 年に成立） 

全国計画全国計画全国計画

◆ 長期的な国土作りの指針（閣議決定） 

◆ 地方公共団体から国への計画提案制度 

広域地方計画広域地方計画広域地方計画

◆ 国と地方の協働による広域ブロックづくり 
・国、地方公共団体、経済団体等で区域地方計画協議会を組織 
・計画の策定に向けて、同協議会において各主体が対等な立場で連携・協力 

グローバル化や人口減少という時代の潮流に
対応した国土の形成
グローバル化や人口減少という時代の潮流に
対応した国土の形成

安全で美しい国土の再構築と次世代への継承安全で美しい国土の再構築と次世代への継承

・継ぎ目なく迅速かつ円滑な人流・物流、生産活動の連

携や情報・文化の交流を実現させ、東アジアの成長のダ

イナミズムを取り込んでいく「東アジアとの円滑な交流・

連携」

・都市から農山漁村までブロック内の各地域が活力と個

性を失わず、暮らしの基盤として維持されるための「持

続可能な地域の形成」

・継ぎ目なく迅速かつ円滑な人流・物流、生産活動の連

携や情報・文化の交流を実現させ、東アジアの成長のダ

イナミズムを取り込んでいく「東アジアとの円滑な交流・

連携」

・都市から農山漁村までブロック内の各地域が活力と個

性を失わず、暮らしの基盤として維持されるための「持

続可能な地域の形成」

・災害へのハード・ソフト一体となった備えの充実等の

ための「災害に強いしなやかな国土の形成」

・持続可能な国土を形成していくための「美しい国土の

管理と継承」

・災害へのハード・ソフト一体となった備えの充実等の

ための「災害に強いしなやかな国土の形成」

・持続可能な国土を形成していくための「美しい国土の

管理と継承」

全国計画～新しい国土像～全国計画～新しい国土像～

社会資本整備重点計画 

　社会資本整備重点計画 ( 以下、重点計画という ) とは、社会資本整備重点計画法 ( 平成 15 年 4 月 1 日 )
に基づき、それまであった 9 本の事業分野別の各計画を一本化し、13 の社会資本整備事業を一体的
に進めるため策定されました。
　それまでの計画事項と異なる点は、限られた財源という制約の中で、効率的・効果的に社会資本整
備を行っていくため、社会資本の整備の計画をこれまでの事業費規模や事業実施量ではなく、目標と
するアウトカム（成果）を指標化することで表しています。
　また、この重点計画では、「国と地方の役割分担を明確化しつつ地域特性に応じた社会資本の整備を
推進する」とされており、全国一律の重点計画ではなく地方ブロックにおける地方主体の地域づくり
を推進しています。
　この重点計画は、平成 15 年度から 19 年度を第 1 期の計画期間としており、21 年 3 月 31 日に
20 年度から 24 年度の次期重点計画が閣議決定されました。新潟県は東北ブロック・北陸ブロック

　社会資本整備重点計画 ( 以下、重点計画という ) とは、社会資本整備重点計画法 ( 平成 15 年 4 月 1 日 )
に基づき、それまであった 9 本の事業分野別の各計画を一本化し、13 の社会資本整備事業を一体的
に進めるため策定されました。
　それまでの計画事項と異なる点は、限られた財源という制約の中で、効率的・効果的に社会資本整
備を行っていくため、社会資本の整備の計画をこれまでの事業費規模や事業実施量ではなく、目標と
するアウトカム（成果）を指標化することで表しています。
　また、この重点計画では、「国と地方の役割分担を明確化しつつ地域特性に応じた社会資本の整備を
推進する」とされており、全国一律の重点計画ではなく地方ブロックにおける地方主体の地域づくり
を推進しています。
　この重点計画は、平成 15 年度から 19 年度を第 1 期の計画期間としており、21 年 3 月 31 日に
20 年度から 24 年度の次期重点計画が閣議決定されました。新潟県は東北ブロック・北陸ブロック
の両構成員として「目指すべき地域の将来の姿」を目標に地域づくりを進めています。

道　路 

交通安全施設 

空　港 都市公園 

下水道 

港　湾 

治　水 

急傾斜地 

海　岸 

社会資本整備重点計画社会資本整備重点計画

・対象とする社会資本整備事業 
道路、交通安全施設、鉄道、空港、港湾、航路標識、公園・緑地、

下水道、河川、砂防、地すべり、急傾斜地、海岸 

( 事業の効果を増大させるため一体として実施される事業や

ソフト施策を含む ) 

・基本理念 
地方分権の徹底、地域特性・民間活力活用等への配慮等 

・計画事項 
(1) 重点目標とその達成のため実施すべき事業の概要 

　 →アウトカム（成果）目標に重点（総事業費は内容とし

ない） 

(2) 事業を効果的かつ効率的に実施するための措置 

　　→社会資本整備の改革の取組方針を明示 

(3) その他事業の重点的、効果的かつ効率的な実施に関し必

要な事項 

各種計画を一本化 

重
点
化
・
集
中
化
の

た
め
の
計
画
に
転
換 

国土形成計画 広域地方計画 

社会資本整備重点計画 地方ブロックの社会資本の 
重点整備計画 

新たな中期計画 道路中期計画〔地方版〕 
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 　国土形成計画とは、国土の利用、整備及び保全を推進するための総合的かつ基本的な国土の将来ビ
ジョンです。国土形成計画は全国計画と広域地方計画から成り立っており、広域地方計画では新潟県
は東北圏に分類されています。全国計画については平成 20 年 7 月 4 日に閣議決定されました。
　もともと我が国の国土づくりは全国総合開発計画 ( 以下全総という ) を中心に展開されてきました。
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グローバル化や人口減少という時代の潮流に
対応した国土の形成

安全で美しい国土の再構築と次世代への継承

・継ぎ目なく迅速かつ円滑な人流・物流、生産活動の連

携や情報・文化の交流を実現させ、東アジアの成長のダ

イナミズムを取り込んでいく「東アジアとの円滑な交流・

連携」

・都市から農山漁村までブロック内の各地域が活力と個

性を失わず、暮らしの基盤として維持されるための「持

続可能な地域の形成」

・災害へのハード・ソフト一体となった備えの充実等の

ための「災害に強いしなやかな国土の形成」

・持続可能な国土を形成していくための「美しい国土の

管理と継承」

　社会資本整備重点計画 ( 以下、重点計画という ) とは、社会資本整備重点計画法 ( 平成 15 年 4 月 1 日 )
に基づき、それまであった 9 本の事業分野別の各計画を一本化し、13 の社会資本整備事業を一体的
に進めるため策定されました。
　それまでの計画事項と異なる点は、限られた財源という制約の中で、効率的・効果的に社会資本整
備を行っていくため、社会資本の整備の計画をこれまでの事業費規模や事業実施量ではなく、目標と
するアウトカム（成果）を指標化することで表しています。
　また、この重点計画では、「国と地方の役割分担を明確化しつつ地域特性に応じた社会資本の整備を
推進する」とされており、全国一律の重点計画ではなく地方ブロックにおける地方主体の地域づくり
を推進しています。
　この重点計画は、平成 15 年度から 19 年度を第 1 期の計画期間としており、21 年 3 月 31 日に
20 年度から 24 年度の次期重点計画が閣議決定されました。新潟県は東北ブロック・北陸ブロック

社会資本整備重点計画

全国的・総合的計画 地域計画 

国・地域の将来像を示す計画 

【平成20年7月4日閣議決定】 
 
国土の利用、整備及び保全を推進するた
めの総合的かつ基本的な計画。 
府省にまたがる施策全般が計画対象。 

国土形成計画 国土形成計画 国土形成計画 
【平成21年8月4日大臣決定】 

 
広域ブロックの将来像を定める。 
新潟県は東北圏に属す。東北圏広域地
方計画のキーコンセプトは「豊かな自
然の中で交流・産業拠点として発展す
るふるさと『東北にっぽん』」 

広域地方計画 広域地方計画 広域地方計画 

計画期間：おおむね10年間 

具体的な社会資本整備方針を定める計画 

【平成21年3月31日閣議決定】 
 
事業分野別計画を一本化し、計画の内容
を「事業費」から「達成される成果」に
転換。（平成15年） 
今回の計画のポイント 
・地域の自立・活性化を重視。 
・戦略的維持管理や更新を行う「ストッ
ク型社会」への転換 

社会資本整備重点計画 社会資本整備重点計画 

【平成21年8月4日大臣決定】 
 
地方ブロックの具体的な社会資本整備
方針を示す。 
新潟県は東北ブロックと北陸ブロック
両方の構成員。 
地方の重点目標と達成度を明らかにす
る指標を設定し、主要事業を記載。 

地方ブロックの社会資本の 地方ブロックの社会資本の 
重点整備計画 重点整備計画 

地方ブロックの社会資本の 
重点整備計画 

計画期間：平成20年度から平成24年度までの5年間 

道路整備・管理の基本方針を定める計画 

【平成20年12月24日とりまとめ】 
 
道路整備・管理の「選択と集中」の基本
的な方向性を示す。 
・社会資本整備重点計画と一体化。 
・地域における道路の役割を重視し地方
版の計画を策定する。 
・徹底したコスト縮減、無駄の排除に取
り組む 

新たな中期計画 新たな中期計画 

【平成21年8月4日とりまとめ】 
 
地方ごとに地域特性や道路の整備状
況、課題をふまえ、計画期間におけ
る各地方の道路整備・管理の方向性
をとりまとめ、主要事業を示したも
の。 
新潟県は北陸地方版に記載。 

道路中期計画〔地方版〕 道路中期計画〔地方版〕 

計画期間：平成20年度から平成24年度までの5年間 
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道 路の整備計画 

効果的・効率的 

道路の使い方の工夫 

県民と行政のﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ 

環境への配慮 

維持管理の充実 

交通機関との連携 

ネットワークの形成 

　新潟県が進めるべき道路整備の目標を明確にするために、新潟県の道路の現状や課題を整理するとともに、県民 
の皆様からいただいた意見やアイデアを踏まえ、「新潟県新たな道路整備計画」を平成１５年度に策定しました。 
 
 

新潟県の目指す姿 

「夢おこし」政策プラン　(H21 ～ H32)　※H21 に見直し 

2020(H32) 年の新潟県のあるべき姿 
基本理念：将来に希望の持てる魅力ある新潟県の実現 

社会資本の整備目標　(H15.1 策定 ) 

土木部所管の社会資本の整備目標を明示 
公共事業の効率的・効果的実施及び透明性の向上を図り、事業の説明責任を果たす 

戦略的社会資本整備プログラム (H15.8 策定 )  
地域ニーズや地域特性を踏まえた社会資本の整備プログラムを策定 

新潟県　新たな道路整備計画 (H15.4 策定 ) 

道路整備の基本方針・目標を明示 

新潟県最上位計画 

土木部計画 

　「社会資本の整備目標」で本県が必要とする土木部所管の社会資本の整備目標を示しています。ま
た「新潟県　新たな道路整備計画」は上記計画の部門別計画です。 
　 

 　平成 18 年度にスタートさせた「夢おこし」政策プランは、これまでの新潟県長期総合計画に代わり、
将来に希望の持てる魅力ある新潟県の実現を基本理念とした新潟県の県づくりの基本方針です。 
　「社会資本の整備目標」で本県が必要とする土木部所管の社会資本の整備目標を示しています。ま
た「新潟県　新たな道路整備計画」は上記計画の部門別計画です。 
 

道路中期計画〔北陸版〕 

　道路中期計画〔北陸版〕では、北陸地方（新潟県、富山県、石川県の3県）の地域特性や道路
の整備状況及び課題、及び地域の方からの意見等を踏まえ、平成20年度から平成24年度までの
北陸地方の道路整備・管理の方向性を定めています。 

北陸地方の現状と課題 
 
（現状）・起伏に富んだ地形と豊かな自然環境 
　　　　・三大都市圏に近く、また環日本海の玄関口 
　　　　・豪雪地帯で自然災害も多い 
　　　　・橋梁等の高齢化が進んでいる 
（課題）・人口減少、高齢化社会の進展 
　　　　・国際競争力をより高める 
　　　　・防災・減災の対策の充実 
　　　　・道路構造物の計画的な維持管理 
 

　　活力 
 
・広域的交流の促進を図り、高規格
幹線道路の整備を推進 
・迅速な救急搬送を支援する安全で
信頼性の高い生活幹線道路の整備を
推進 
・地域経済の活性化を図るため、バ
イパス等の渋滞対策を推進 

安全 
 
・事故発生率が高い区間や通学路
の歩道等が未整備区間の安全対策
を推進 
・災害に強い道路の整備、適切な
除雪体制の整備を推進 

暮らし・環境 
 
・安全で快適な道路空間の形成のた
め、無電柱化やバリアフリー対策を
推進 
・幹線道路の沿道環境改善のため、
バイパス整備や騒音対策等を推進 

既存ストックの効率的活用 
 
・計画的な点検、維持管理により
道路橋の長寿命化を実現するとと
もに効率的な維持管理によるコス
ト縮減を図る 
・既存高速道路ネットワークの有
効活用を図り、インターチェンジ
を増設 

重点的に実施する道路施策 




